
昭和

平成

続柄 歳 性別

本人

取扱社協記入欄

１．貸付け後は、早期自立に努めます。

２．記入した個人情報については、本制度に必要な範囲で、第三者に提供することに同意します。

３．私は、貴社会福祉協議会が、貸付けに必要な範囲で、全国社会福祉協議会、他の都道府県社会福祉協議

　　会、自治体、公共職業安定所、自立相談支援機関、家計相談支援機関等の関係機関に照会し、私の個人

　　情報の提供を受けることに同意します。

４．私は現在、生活保護を受給していません。

５．私及び私の世帯の者は、現在、社会福祉協議会による貸付金の償還を滞納していません。

６．私は現在、債務整理中ではありません。また、弁護士等に債務整理を依頼中ではありません。

７．本貸付金を事業の運転資金として使用しません。

８．私以外の世帯の者は、本特例貸付の借入を行っていません。

９．私及び私の世帯の者は、暴力団員ではありません。また、借入期間中においても暴力団員にはなりません。私は、

　　貴社会福祉協議会が必要に応じ官公署等から私又は私の世帯員に係る暴力団員該当性情報の提供を求めるこ

　　とに同意します。〔暴力団とは、「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第77号）第２条第２号

　　にあるとおり、「その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行う

　　ことを助長するおそれがある団体」を指します。〕

10．私は、償還開始までに自立相談支援機関からの支援を受けることに同意します。

11．貸付審査の結果、貸付不承認となった場合、理由は開示されないことに同意します。

上記11項目に同意します。 氏名

円 年　　月～　　年　　月（３か月間）

借入申込理由

新型コロナウイルス感染症の影響により、　□離職したため。　　□減収したため。
（いずれかに☑を記入してください）
詳細（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　  ）

借入申込期間

円

下記のとおり総合支援資金特例貸付の借入を申請いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　

ﾌﾘｶﾞﾅ

（　　　　）　　　　－　　　　　
住所

生
年
月
日

日

（満　　　歳）

償還期間（１０年以内）

     ア.１０年
     イ.その他（ 　    ）年（  　   ）か月

償還方法

（　　　　）　　　　－　　　　　

借入申込合計額

〒　　　－

アパート・マンション等名（　　　　　　　　　　　　）　　　　号　　　　　様方

北海道社会福祉協議会長　様

令和　　年　　月　　日　

借
入
申
込
者

自宅電話番号

連絡先（携帯電話等）

私は裏面の同意事項及び留意事項を承認のうえ、下記のとおり生活福祉資金（総合支援資金）を借り入れたく申し込みます。

年 月
男
　
女

申
込
内
容

借入申込月額

据置期間（１２か月以内）

     ア.１２か月
     イ.その他（　　  ）か月

氏名（フリガナ） 特記事項勤務先・学校学年等生年月日

年　　月　　日

世
帯
の
状
況

年　　月　　日

決定額

取扱者名 道社協受付日区社協受付日 市町村社協受付日

貸付コード

年　　月　　日

市町村名
民協

決定日

地区ｺｰﾄﾞ
市町村

世帯員数　　　　　　　　人

生活福祉資金（総合支援資金）【特例貸付】借入申込書

氏名

口座振替

総 合



生活福祉資金（総合支援資金）借入申込みに当たっての同意事項及び留意事項

【同意事項】

１　貸付け後は、社会福祉協議会による継続的な相談支援を受け、早期自立に努めます。

２　記入した個人情報については、本制度に必要な範囲で、第三者に提供することに同意します。

　また、本会が、貸付けに必要な範囲で、全国社会福祉協議会、他の都府県社会福祉協議会、自治体、公共職

　業安定所、自立相談支援機関、家計相談支援機関等の関係機関に照会し、私の個人情報の提供を受けること

　に同意します。

３　生活支援費の貸付けを受けるにあたり、臨時特例つなぎ資金の借入申込みを行っている場合は臨時特例つな

　ぎ資金の償還については、生活支援費の貸付金から控除し、臨時特例つなぎ資金の償還金に充てることに同

　意します。

【留意事項】

１　本申込書は、生活福祉資金貸付制度要綱に基づく貸付けを行うものです。

２　生活支援費の借入期間は、借入れを希望する月から原則３月以内とします。

３　生活支援費の借入限度額は、２人以上の世帯は月額２０万円以内、単身世帯は月額１５万円以内とします。

４　生活支援費の貸付金の据置期間は、最終貸付日から１年以内とします。

５　本資金の償還期限は、据置期間経過後、１０年以内とします。

６　貸付金の利率は、無利子とします。

７　貸付金を償還期限までに支払わなかった場合、延滞している元金に対し年３パーセントの延滞利子を支払う

  ことになります。

８　資金を借り受けた者は、借入期間中、就職したとき、他の公的な給付又は貸付けが決定したとき、又は世帯

　の状況等に著しい変更があったときは、速やかに本会に届け出なければなりません。

９　借入金を目的外に使用したときは、貸付金の一時償還又は貸付けの停止を行います。

10　借入申込みに当たって、本会が借入申込書及び添付書類の記載事項につき事実確認を行うために、全国社会

　福祉協議会及び他の都府県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会、自立相談支援機関、家計相談支援機関

　に照会することがあります。

11　借入申込者は、貸付けが決定した場合、貸付金を自立更生のために役立て、社会福祉協議会による継続的な

　相談支援を受け、早期の自立に努めるものとします。

12　本資金の借入申込時に住居がない場合は、自治体で行う住居確保給付金の申請を行い、住居の確保が見込ま

　れていることが必要です。

13　12により申請を行った場合、生活支援費の貸付金の交付は、新しい住宅への入居が完了し、自治体が発行す

　る「住居確保給付金支給決定通知書写し」の提出が行われてからとします。

14　申請内容に虚偽が判明した場合は、直ちに貸付けの中止を行い、貸付金の繰上一括償還を求める場合が

　あります。


